
１．はじめに

　本論文は，組織の一貫性１の概念について，組織外部の要因の影響を含めて検討したものであ
る．これまで経営組織論や経営戦略論の研究では，環境変化への対応の点から組織の柔軟性が
重視され，強調される傾向があった．
　確かに，組織と環境の関係を考えると，組織は環境に適応することが求められることから，
環境が変化する際にはそれに合わせて組織も変化しなければならないと考えられる．そのため，
変化に対する柔軟性を持つ組織のほうが変化する環境の中で生き残りやすいと考えられ，柔軟
性につながる能力をいかに構築するのかが重視されてきた．
　しかし，組織には慣性が存在し，常に環境の変化に対して柔軟に対応できるとは限らない．
さらに，環境変化への対応を重視しすぎることは，組織の安定性を損なうことにもつながる可
能性がある．
　もちろんこれは，組織は変化しなくてもよい，あるいは変化すべきではないということでは
ない．何を変化させ，何を変化させるべきではないのかを明らかにすることで，変化する環境
の中でも持続性を持つ組織とはどのようなものなのかを明らかにすることが必要である．
　そこで本稿では，まず組織の一貫性がどのように扱われてきたのかについて確認する．次に，
組織の一貫性を支える要素として組織アイデンティティを中心に取り上げて検討する．そのう
えでなぜ他の組織の認識といった組織外の要因がどのように組織の一貫性に影響を与えるのか，
変化する環境への適応行動が問題となるのはどのような時かについて考察する．最後に，以上
の検討結果をまとめて結論とする．

２．先行研究

　これまでの戦略や組織に関する多くの研究で，組織の柔軟性が重視されてきた．その背景には，
環境は変化するものであり，組織はその環境の変化に対応し，適応していかなければならない
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1�　組織の一貫性には，①経時的な一貫性と，②一時点での資源配分の一貫性の 2 つが考えられる．本稿で
は主に前者の経時的な一貫性について扱う．後者の一貫性について扱ったものとしては，Harrison,�Hall�
and�Nargundkar�（1993）などがある．
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という考えがある．
　環境との関係は組織を考えるうえで主要な分析視点の一つであり，その中で環境への適合が
組織にとって重要であることが指摘されてきた．その代表的なものがBurns�and�Stalker�（1961）
やLawrence�and�Lorsch�（1967）などのようなコンティンジェンシー理論の研究である．
　例えば，Lawrence�and�Lorsch�（1967）では，分化と統合の程度に関する組織ごとの違いが組
織のパフォーマンスに与える影響について検討している．そこでは，不確実性という環境の要
因に応じて，適切な水準で分化と統合が行われている組織の業績が高いということが明らかに
されている．つまり環境に適合していることが組織にとって重要であることを示している．
　これらの研究では必ずしも組織の変化への対応という側面に注目しているわけではないが，
環境の変化を前提とするならば組織もそれに合わせて変化し，適合を維持し続ける必要がある
と考えられる．
　経営戦略論の分野でも，変化する環境への対応が重要な論点となってきた．特にダイナミック・
ケイパビリティの研究では，変化への対応能力を扱っている．
　ダイナミック・ケイパビリティに関するレビューを行った福澤（2013）によると，Teece,�
Pisano�and�Shuen�（1997），Eisenhardt�and�Martin�（2000），Zollo�and�Winter�（2002）の 3 つの
研究が代表的なものであり，その後の研究の基礎となったとしている．これらの研究は，環境
変化の程度の認識や，競争優位の源泉については異なる主張をしているが２，いずれも環境変化
への適応力とそれに基づいた持続的な競争優位が問題意識として共有されている．
　これらのように柔軟性や変化への対応力を重視した研究と比較すると，組織の一貫性のポジ
ティブな側面を明確に強調した研究は多くない．
　例外的なものとして，Lamberg,�Tikkanen,�Nokelainen�and�Suur-Inkeroinen�（2009）は，企業
の戦略は，環境への適応と同時に，自社の持つ歴史との一貫性を持つことが重要であることを
指摘している．
　彼らは戦略的一貫性（strategic�consistency）の概念を，既存の類似の概念との違いに触れなが
ら説明している．
　表１にあるように，彼らの言う戦略的一貫性の概念は，競争行動に焦点を当てているか，時
間の要素が含まれているか，組織の生き残りを強調しているか，経営的な意図を強調しているか，
といった問いにすべて当てはまるようなものである．
　彼らは，企業が柔軟性を持ち，環境に適応する能力を持つことが引き起こす可能性のある問
題についても検討している．
　一つ目は，頻繁な変化が正当性を減少させ，重要なステイクホルダーの望ましくない反応に
つながる可能性があるということである．
　二つ目は，過去の活動と一貫性を持たない選択をすると，組織能力と現在の戦略的行動の間
の不均衡を生じさせる可能性があるということである．
　三つめは，現在直面している競争状況や競争行動をとった結果について解釈することが難し
くなる可能性があるということである．
　また，Moss,�Payne�and�Moore�（2014）は，ファミリー・ビジネスを対象に，戦略的一貫性が
パフォーマンスに与える影響を検討している．彼らの研究では，組織の探索（exploration）と

2�　これらの，ダイナミック・ケイパビリティに関する代表的な研究の特徴に関しては佐藤・福澤・浜松
（2009），Fukuzawa�（2015）も参照．
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活用（exploitation）の活動（March,� 1991）に関する一貫性を対象に分析を行い，一貫性を持つこ
とがパフォーマンスにプラスの影響を与えることを明らかにしている．またこの関係は，ファ
ミリー・ビジネス以外の組織と比較すると，ファミリー・ビジネスの場合のほうが強くみられ
ることも明らかにしている．
　環境との関係を考えた際の組織の適応に関して，必ずしも組織の柔軟性がプラスに働くわけ
ではないということは，組織エコロジーの観点からも指摘できる．Hannan�and�Freeman�（1989）
では，環境変動のタイプにより，適した組織が異なるとしている（表２）３．

表２　環境変動のタイプと組織の適合関係
似ていない環境間での変動 似ている環境間での変動

変動可能性が大きい 変動可能性が小さい 変動可能性が大きい 変動可能性が小さい

変動周期が長い ジェネラリスト組織 スペシャリスト組織 ジェネラリスト組織 スペシャリスト組織

変動周期が短い スペシャリスト組織 スペシャリスト組織 ジェネラリスト組織 スペシャリスト組織
� Hannan�and�Freeman�（1989）�Figure�12.1をもとに作成

　彼らは環境変動について，①変動の周期が長いか短いか，②変動する可能性が大きいか小さ
いか，③似ている環境間での変動なのかそうでないのかの 3 つの点から考えている．
　基本的には，環境の変動が生じやすい場合にはより柔軟性の高いジェネラリスト組織が，あ
まり生じない場合には過剰な資源を持たず効率的に活動しているスペシャリスト組織が適して
いると考えられる．ただし，似ていない環境間の変動で，変動周期が短いときにはスペシャリ

表１　戦略的一貫性と他の概念の比較
競争行動に焦点を
当てているか？

時間の要素が含ま
れているか？

組織の生き残りを
強調しているか？

経営的な意図を強
調しているか？

Comprehensiveness × × × ○
Path�dependence × ○ × ×
Momentum × ○ ○ ×
Convergence × ○ × ×
Structural�inertia × ○ ○ ×
Coherence�;�Consistency × × × ○

Fit/Alignment/co-alignment × ×（進化的な意味
では○） × ○

Incrementalism × ○ × ×
Competitive�inertia ○ ○ × ×
Conformity/Non-conformity ○ ○ ×（暗黙的には○） ×
Competitive�simplicity ○ ○ × ×
Strategic consistency ○ ○ ○ ○

� Lamberg,�Tikkanen,�Nokelainen�and�Suur-Inkeroinen�（2009）　Table.1より筆者作成

3�　Hannan�and�Freeman�（1989）のFigure12.1では，似ている環境間の変動で，変動可能性が小さいときに
は，変動周期が短い場合も長い場合もジェネラリスト組織が適しているとされている．しかし，本文中の
記述から考えて図表が誤りであると考えられる．この点は高瀬�（1991），Bruggeman�（1997）も参照．
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スト組織が適しているとしている．
　似ていない環境間での変動では，ジェネラリスト組織がその都度変動した環境に対応してい
こうとするとコストが大きくなる．さらに組織の適応プロセスには時間がかかるため，変動の
周期が短い場合には，プロセスの途中で再び環境が変動しているということも考えられる．そ
うすると環境への適応という変革のメリットを享受することなく，コストだけが膨らんでしま
う．そのためこのような場合には，環境に対応しようとせず，変動を乗り切るほうが有効な可
能性があるとしている．
　また，組織学習の観点からも変化する環境への適応を重視することの限界を指摘できる．
Levinthal� and� March�（1993）は，学習を促進するメカニズムそのものの中に，限界を生じさせ
る要因が埋め込まれており，①時間の近視眼（temporal� myopia），�②� 空間の近視眼（spatial�
myopia），③� 失敗の近視眼（failure�myopia）といった近視眼的な行動を生み出してしまうこ
とを指摘している．このことは組織学習が常に問題を引き起こすということを意味しているわ
けではなく，問題が生じる局面は限定されているが（Sato,�2012），組織学習によって，あるいは
学習能力を向上させることによって環境変化に対応しようとしても，それが成功するとは限ら
ないことを示唆している．
　以上のように，組織の一貫性を直接扱った研究は必ずしも多くないが，変化を重視するだけ
では限界があることは様々な研究において示唆されている．そのため，組織を変化させるため
にはどうしたらよいのかだけでなく，組織が一貫性を保つためにはどうしたらよいのかについ
ても考えていかなければならない．

３．一貫性の源泉としての組織アイデンティティ

　では，組織はどのようにして一貫性を確立，維持することができるのだろうか．組織の一貫
性を支えるものとして考えられる要素の一つが組織にとっての自分たちらしさを表す組織アイ
デンティティである．
　組織アイデンティティ４とは，Albert� and� Whetten�（1985）によると，①中心性，②独自性，
③連続性の三つを満たすような組織の特徴である．
　組織アイデンティティは組織において意思決定が行われる際の基準として作用する．特別の
理由がなく組織アイデンティティから逸脱するような意思決定がされることはないため，組織
アイデンティティに合致するような意思決定が継続して行われることになる．
　このことは，組織アイデンティティが変化への障害となるという視点から考えられてきた．
Gustafson,�Demarie�and�Mullane�（1994）やTripsas�（2009），佐藤（2013b）などで指摘されている
ように，組織アイデンティティが組織変革や新技術の導入を困難にする要因として作用する可
能性がある．
　しかしこれは，組織にとっては安易に変化しない一貫性の源泉となっていると評価すること
もできる．自分たちらしさの認識が明確になっているからこそ，意思決定に一貫性が生まれる
ことになる．反対に，自分たちらしさの認識が明確ではない場合には，組織内外の様々な要素
によって組織の意思決定の基準となるような軸が動かされてしまうこととなり，結果として行

4　組織アイデンティティに関する議論を整理したものとしては，佐藤�（2013a）がある．
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動の一貫性も損なわれる．
　もう一つ，これと関連して組織の一貫性を考えるうえで重要となるのが，組織ルーチンである．
組織において，安定的に繰り返される行動のパターンが見られるとき，組織ルーチンが形成さ
れていると考えられる（藤本,�1997� ;�Nelson�and�Winter,�1982）．組織ルーチンは，組織におい
て経験されたことの記憶を保持する役割を持つ（Levitt� and�March,� 1988）．そのため，仮に組
織内で様々な学習や改善が行われたとしても，組織ルーチンが形成されることがなければ，組
織内に定着することなく失われてしまう．
　組織ルーチンの形成は，活動のすべてが定型化されることを意味するわけではない．組織ルー
チンの形成により，代替案を詳細に探索することなく，ある特定の状況に対しては特定の対応
を取ることが可能となり，人間の限られた認識能力を有効に活用することができるようになる�

（March�and�Simon,�1958）．
　組織ルーチンは組織アイデンティティと結びついて形成される．組織アイデンティティに合
致するような活動が組織内で繰り返し行われることから，それが次第に組織に定着して組織ルー
チンを形成していく．また，これは組織アイデンティティが組織ルーチンを規定するという一
方的な関係ではなく，組織ルーチンとして安定した行動のパターンが形成されると，それがそ
の組織にとって「自分たちらしい」仕事の進め方として認識されるようになる．結果，それが
組織アイデンティティの一部となっていく．
　加えて，経営者の交代５も組織の一貫性に大きく影響すると考えられる．戦略の形成に責任を
持つ経営者が交代をすることは，戦略が変更しやすい状況を生み出す．
　Datta,� Rajagopalan� and� Zhangw�（2003）は，年齢や会社での職務経験，教育水準によって測
定される経営者の変化に対する受容性が，戦略の変更に与える影響を検証している．そこでは，
経営者の変化に対する受容性が高いほうが戦略変更が生じやすいが，そこには成長度や資本集
約度といった産業特性が影響していることが明らかにされている．
　Nakauchi�and�Wiersema�（2015）では，日本企業を対象に，経営者の交代と戦略の変更との間
の関係について分析している．そこでは，経営者の交代が予定されていた形で行われたのか，
それとも予期していなかったタイミングで生じたものなのかなど，どのように経営者の交代が
行われたかといった要因を取り上げ，予期していなかった形で行われた交代のほうが，戦略変
更につながりやすいことを指摘している．
　組織アイデンティティとの関連で考えると，これまでの研究の多くでは，マネジャーやリー
ダーが組織アイデンティティの形成に強い影響を及ぼすことが指摘されている（Ravasi�&�
Phillips,� 2011）ことから，経営者の交代は組織アイデンティティの変化の契機となりやすいと考
えられる．
　Voss,�Cable� and�Voss�（2006）は組織アイデンティティが，組織のトップが組織の行動を規定
するような価値観や信念を築くことによって形成されるとしている．Dhalla�（2007）�では，組織
アイデンティティの構築に影響を与える要因として，トップマネジメントチームの影響を挙げ
ている．Scott�and�Lane�（2000）は，マネジャーと組織内外のステイクホルダーとの相互作用の
中で組織アイデンティティが生じるとし，その形成におけるマネジャーの役割を強調している．
そのため，経営者の交代は組織アイデンティティの変化の引き金になり，それが組織の一貫性

5�　経営者の交代が戦略変更に与える影響についてはHutzschenreuter,�Kleindienst�and�Greger�（2012）も参
照．
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に影響するということも考えられる．

４．組織アイデンティティへの他組織の影響

　前節でみたように，組織アイデンティティは組織の一貫性の源泉の一つとなると考えられる．
しかし，組織は他の様々な組織との関係の中で存在している．自らの行動が他の組織に影響を
与え，また，他の組織の影響を自組織が受けるというように，相互に影響を与え合う関係である．
そのため，組織アイデンティティも他の組織との関係の中で変化する．それを通じて，組織外
の要素が一貫性に影響を与える経路も存在する．
　組織アイデンティティの変化を扱った初期の研究であるDutton� and� Dukerich�（1991）では，
組織外部からの評価の影響で，組織の行動が変化していく様子が描かれている（図１）．そこで
は，初めは組織が自らのアイデンティティに基づいて問題を解釈し，組織アイデンティティと
一貫した行動をとっていた．しかし，それが外部からのネガティブな評価を招く．様々なメディ
アから批判されたことでイメージが悪化し，対応を変化させることを迫られる．結果，組織ア
イデンティティの異なる側面に基づいた行動が選択されるようになり，他の組織との間に新た
な協力関係を形成していった．
　このプロセスは，組織が他の組織との関係から組織アイデンティティを変化させ，結果とし
て行動も変化させていくものとして考えることができる．

図１　組織の対応における組織アイデンティティと組織イメージの役割

� Dutton�and�Dukerich�（1991,�pp.521）�Figure�1より作成

　このように，組織は他の組織の影響を無視して活動することはできない．メディアのような
他の組織の認識が社会的に広がり，当該組織の組織イメージの形成に影響する．ネガティブな
組織イメージは企業の活動に悪影響を及ぼすことから，組織の活動も変化せざるを得なくなる．

116



組織の一貫性と組織間関係（佐藤　秀典） （ 　  ）117

　Elsbach� and� Kramer�（1996）は同じように他の組織からの評価が組織アイデンティティに影
響した事例を扱っている．
　組織アイデンティティは組織のカテゴリーを表す側面をもつ（Glynn� &�Abzug,� 2002）．例え
ばある組織が特定の業界に属しているということは，その組織にとって自分たちの組織が行う
ビジネスを定義することにつながる．そのため，自分たちが属するカテゴリーも組織のアイデ
ンティティの一部を形成する．
　Elsbach� and� Kramer�（1996）は，他の組織からの評価の変化によって，組織が自分自身の所
属するカテゴリーの意識を変化させた事例を扱っている．そこで取り上げられているのは，ビ
ジネススクールが新たなランキングによって自らの価値観のなかで重視してこなかった基準で
評価されるようになった局面である．他の組織が作り出した評価基準に基づくランキングが作
成されたことにより，従来の価値基準のなかで高い自己評価を持っていた組織ほど組織アイデ
ンティティの脅威を強く感じていた．
　そういった脅威に対する組織の対応は，組織アイデンティティの別の側面を強調する，ある
いは比較対象となる組織を変更するようにカテゴリーの認識を変化させるといったものであっ
た．前者では，それまで自分たちが強みだと認識していた要素とは異なる要素を新たな強みと
して認識し，対外的にもアピールしていくことになる．また後者では，自分たちの競合として
認識する相手を変化させることになる．いずれにせよ，組織外からの評価が組織アイデンティ
ティの変化につながり，組織の行動も変化させることになる．
　このような組織の行動の変化のすべてに問題があるわけではないが，少なくともある局面で
は自らの望むものとは違う形で行動が変化させられ，一貫性が損なわれる可能性を示唆している．
　正当性のようなものも含む，自らの活動に重要な資源を他組織に依存している場合，他組織
からパワーを行使される立場におかれることになる．そのため，他組織からの評価の悪化は資
源獲得の上での障害となるため，他組織の意向を考慮せざるを得ず，行動の自由度が低くなる
ことが考えられる．その場合には，組織が一貫性を保つことができるか否かも，他組織に大き
く依存することになる．
　ここまで見てきたような，他組織の影響によって組織アイデンティティが変化するという現
象を理解するモデルとしては，Hatch�and�Schultz�（2002）のものがある（図２）．
　ここで見られるように，組織アイデンティティは他組織の持つイメージの影響を受けるとと
もに，他組織が持つイメージに影響を与えるという側面をもつ．それが結果として再び組織ア
イデンティティに影響を及ぼすことも考えられる．
　ここまで見てきた通り，組織の一貫性の源泉になるといっても，組織アイデンティティも変
化をしないわけではない．むしろ佐藤（2013a）やSato�（2014）で指摘されているように，組織ア
イデンティティの変化は組織アイデンティティに関する研究の中でも主要な論点の一つとなっ
ている．
　Albert�and�Whetten�（1985）の定義にもあるように，組織のある特徴を組織アイデンティティ
とみなす要件の一つは，それが連続的，持続的に存在するか否かである．短期間で容易に変化
するような特徴を組織アイデンティティと考えることはできない．しかし，これはアイデンティ
ティが不変であることを意味するわけではない．組織アイデンティティが組織の「自分たちら
しさ」に関する認識であるとすれば，取り扱う製品の変化，対象とする顧客の変化などビジネ
スの内容の変化に伴って変化することがあると考えるのが自然である．
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　また，組織が活動していく中では，新たな資源を蓄積したり，能力を獲得したりすることも
生じる．それにより，その組織にとって他組織と競争していくうえで中心となるような強みが
変化することも起こりうる．しかし，これらの要素は，変化することがあったとしても本来そ
の組織の持つ歴史から切り離されて存在するものではない．仮に短期間に容易に形成，蓄積で
きるようなものであれば，他組織による模倣も容易であり，それは持続的な競争優につながら
ないことになってしまう．変化するとしても，経路依存的に形成されてきたこれまでの資源や
能力をベースに開発されていくべきものである．
　そのように考えると，単純に変化する環境への適応だけを意識すると，本来その組織が持つ
文化や能力から切り離され活動が生じることになる．これは組織にとってマイナスの影響を及
ぼすと考えられる．
　Hatch�and�Schultz�（2002）は，この現象を理解するためのモデルも提示している（図 3 ）．
　図 3 の右側で見られるのは，組織が他組織のもつイメージの影響を過剰に受けてしまい，組
織アイデンティティが安定しない状況であると考えられる．つまり外部環境への適応を意識す
るあまり，内部での一貫性が損なわれている状況であると解釈できる．
　もちろん，図の左側で見られるような，内部の論理だけで完結し，外部の視線が全く意識さ
れていない状況も問題である．しかし，組織の環境適応や柔軟性が重要視されやすいことを考
えると，適応が過剰になり，一貫性が損なわれる局面についてより注意する必要があるだろう．

６．結論

　本論文では，組織の一貫性に関して組織アイデンティティを中心に，他組織との関係が与え
る影響も含めて検討してきた．
　既存の戦略や組織に関する研究では，組織の環境変化への適応力，つまり組織の柔軟性が重
視されてきた．しかし，現実の組織の動向を見ても，変化を志向することが必ずしもプラスに

図２　組織アイデンティティのダイナミクス・モデル

Hatch�and�Schultz�（2002,�p.991）�Figure�1より作成
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働くとは限らない．他の組織の動向や社会的な認識を意識しすぎるあまり，本来の自組織の強
さを見失い，業績を悪化させてしまうケースもある．
　ここで主張したいのは，環境の変化を意識してはいけない，あるいは意識する必要がないと
いうことではない．環境の変化を正しく認識し，それに対応することが組織の存続にとって重
要であることは間違いない．しかしその際には，過剰に適応してしまうことで，組織が蓄積し
てきた能力を失うことのないようにしなければならない．特に，多くの業界で何らかの変化が
生じ続けていることを前提とするならば，変化への対応の中で失われる可能性のあるものにも
これまで以上に注目する必要があるだろう．
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